
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況について（国提出実施計画内容）

令和5年3月交付 総額

国 庫
補助金

1億458万6千円 6千60万4千円 1千667万7千円 6千78万円 392万2千円 2億4,656万9千円

通常分 原油価格・物価高騰対応分 通常分 重点交付分 通常分

（単位：千円）
交付金活用額

14,000

9,008

72,356

45,331

6,034

1,366

1,461

1,382

1,196

231

1,007

1,452

2,786

事　業　名

③おおがわら商品券（町民生活応援）発行事業（通常
分）

④おおがわら商品券（町民生活応援）発行事業
（原油高騰分）

①新型コロナウイルス感染症拡大影響中小企業者
支援給付金事業（第４期）

②燃料高騰対策運送業等中小企業者支援金事業

⑪学校施設等消毒事業

⑤学校給食物価高騰分負担軽減事業

⑫庁舎等感染症対策事業

⑬学校保健特別対策事業費補助金

⑥議会ICT推進事業

⑨ペイジー口座振替委託事業

⑩事業継続支援利子補給事業

⑦大河原小学校教室空調設備設置事業

⑧大河原南小学校教室空調設備設置事業
児童の感染症拡大防止として、１クラス分の通級指導教室を増やして人数を分散させ、密を避けて授業を実施するため、他の普通
教室と同様にエアコンを設置するもの。さらに、エアコンの設置により、感染防止のため常時教室の換気を行い、空気を循環させるこ
とで、夏場、冬場を含めた通年で適温を保ち、安全に学習できる環境を確保する。

町税の納付に関し、新型コロナウイルス感染防止を図るため、ペイジー導入により口座登録の簡素化を図り、口座振替を積極的に
推進する。

コロナ禍において物価高騰に直面する事業者（町融資制度利用者）の返済負担を軽減し、経営継続と雇用維持を支援する。

新型コロナウイルス感染症に罹患した児童生徒等が通学している学校等を早期に再開するため、専門業者による施設、設備の消毒
を行い、安心安全を確保する。

新型コロナウイルス感染症対策徹底のため、施設利用の住民に対する消毒、パーテーション設置、職員向け消毒用アルコールやマ
スク、抗原検査キットを購入し、感染予防及び感染の早期発見を図り、感染拡大を防止する。

令和4年度交付金活用額

2億4,656万9千円

児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続するため、感染症対策に必要となる物品や備品を購入し、感
染症拡大防止を図る。国庫補助の補助裏の町負担分に充当する。

令和4年10月交付 令和5年1月交付

事　　　業　　　内　　　容

新型コロナウイルス感染症拡大により経営に影響を受けている事業者の経営継続と雇用維持を支援。国庫補助の補助裏の町負担
分に充当する。

新型コロナウイルス感染症拡大等の影響を受けている中、燃料価格高騰により燃料経費が事業を圧迫している運送業等事業者に
対し経営継続と雇用維持を支援する。

コロナ禍による行動自粛及び消費抑制の長期化、加えて原油高騰及び物価の高騰も続いていることから、町内取扱店で使用できる
商品券を町民全員に発行し、町民生活を支援する。※④⑮と同一事業

コロナ禍による行動自粛及び消費抑制の長期化、加えて原油高騰及び物価の高騰も続いていることから、町内取扱店で使用できる
商品券を町民全員に発行し、町民生活を支援する。※③⑮と同一事業

高騰する給食用食材費の増額分について、交付金を活用し給食費を値上げしないことにより、コロナ禍において燃料価格高騰及び
物価高騰の影響を受ける児童生徒の保護者の負担軽減をする。

ウィズコロナの体制づくりを進めるため、議会会議及び議員の活動においてタブレットを活用したオンライン会議、情報伝達などを進
めるシステムを導入する。

児童の感染症拡大防止として、１クラス分の通級指導教室を増やして人数を分散させ、密を避けて授業を実施するため、他の普通
教室と同様にエアコンを設置するもの。さらに、エアコンの設置により、感染防止のため常時教室の換気を行い、空気を循環させるこ
とで、夏場、冬場を含めた通年で適温を保ち、安全に学習できる環境を確保する。
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㉓新型コロナウイルス感染症対応空間除菌機購入事
業

住民、職員が利用する庁舎の手洗いを非接触型のものに切り替えることで、新型コロナウイルス感染拡大のリスクを減らすことを目
的とする。

⑭公共施設手洗い自動水栓化事業

マイナンバーカードを利用し、コンビニエンスストア等で各種証明書を取得できるコンビニ交付により、役場窓口への密集密接を回避
し、新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る。

令和4年度地方創生臨時交付金実施計画
掲載合計額

⑮おおがわら商品券（町民生活応援）発行事業（重点
交付金分）

⑯公共施設手洗い自動水栓化事業

⑰原油価格・物価高騰対策介護・障がい　(児）サービ
ス事業所支援給付金

⑱民間保育所等物価高騰対策特別支援金

⑲町立保育所賄材料費高騰分負担軽減事業

新型コロナウイルス感染症陽性者及び濃厚接触者を対象に、食料品等の生活物資を送付することで、外出ができない対象者への
支援を行うと同時に、店舗等での感染拡大防止を図る。

⑳医療機関等物価高騰対策支援金

㉑燃料高騰対策一般廃棄物収集運搬業事業者支援
金

㉙新型コロナウイルス感染症陽性者支援物資送付事
業

㉘妊娠出産子育て支援交付金

㉗各種証明書コンビニ交付事業

㉖インフルエンザ予防接種事業（妊婦）

㉕重度障害者へのインフルエンザ予防接種助成事業

㉔大河原町小・中学校入学準備支援金交付事業

コロナ禍において物価高騰に直面するすべての妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊娠期から出産・子育て
まで伴走型支援の充実を図り、経済的負担軽減をし安心して子育て出来る環境を整える。国庫補助の補助裏の町負担分に充当す
る。

㉒肥料等価格高騰対策事業補助金
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コロナ禍による行動自粛及び消費抑制の長期化、加えて原油高騰及び物価の高騰も続いていることから、町内取扱店で使用できる
商品券を町民全員に発行し、町民生活を支援する。※③④と同一事業

住民、職員が利用する公共施設の手洗いを非接触型のものに切り替えることで、新型コロナウイルス感染拡大のリスクを減らすこと
を目的とする。

コロナ禍において原油価格・物価高騰により光熱費が増大し、事業運営の負担となっている町内の介護・障がい者（児）サービス事
業の運営法人に対し支援する。

コロナ禍の中で原油価格・物価高騰が続いており、民間保育所等9か所の光熱費の負担軽減を図るため及び副食の品質を維持す
るため、特別支援金を支給する。

コロナ禍の中、物価高騰対策のため、交付金を活用することで、町立保育所（１か所）における副食の品質を維持し、児童保護者の
負担軽減を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う受診控え等による収入減の中、原油価格、物価高騰から、電気代等の光熱水費の高騰が医
療機関の大きな負担になっている。医療機関の負担を軽減し、地域医療体制の安定的な維持・継続を図ることを目的とし交付する。

新型コロナウイルス感染症拡大等の影響を受けている中、燃料価格高騰により燃料経費が事業を圧迫している一般廃棄物収集運
搬業を営む中小企業者に対し、経営継続と雇用維持を支援する。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、肥料・飼料等の農業生産資材の価格が高騰し、経営が逼迫していることから、農家の
生産意欲の向上と経営の安定化を図る。

新型コロナウイルス感染症対策徹底のため、町事業及びイベント等、参加者が多い会場に新型コロナウイルス対応空間除菌機を設
置し、感染予防を図り、感染拡大を防止する。移動型であるため多様な活用が図れる。

コロナ禍における原油価格物価高騰により生活に影響を受けている中、入学準備に費用の掛かる小・中学校へ入学する世帯に対
し、給付金を交付し保護者の負担軽減を図る。

新型コロナウイルスとインフルエンザが同時期に流行する場合に備えて、医療機関や医療従事者の負担軽減を図り医療崩壊を防ぐ
観点から、併発することでより重症化しやすい重度障害者に対し、インフルエンザ予防接種費用を全額助成する。

コロナ禍の中、インフルエンザ罹患者の重症化防止を図るため、妊婦に対しインフルエンザ予防接種助成金を交付する。


